
男鹿市規則第２２号 

男鹿市商工業振興促進条例施行規則の一部を改正する規則 

男鹿市商工業振興促進条例施行規則（平成１７年男鹿市規則第１１８号）の

一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（特認施設に係る事業） （特認施設に係る事業） 
第２条 条例第２条第３号の規則で定
める事業は、次に掲げる事業（風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に
関する法律（昭和23年法律第122号）
第２条第１項に規定する風俗営業及
び同条第４項に規定する風俗関連営
業に該当するものを除く。）とす
る。 
⑴ 日本標準産業分類（統計法（平
成19年法律第53号）第２条第９項
に規定する統計基準である日本標
準産業分類をいう。以下この条に
おいて同じ。）に掲げる大分類情
報通信業のうち、中分類通信業、

小分類ソフトウェア業、情報処
理・提供サービス業、中分類イン
ターネット附随サービス業及び中
分類映像・音声・文字情報制作業
（ラジオ番組制作業及び新聞業を
除く。）に属する事業 

⑵及び⑶ （略） 
⑷ 日本標準産業分類に掲げる大分
類不動産業、物品賃貸業のうち、
中分類不動産賃貸業・管理業に属
する事業 

⑸～⑺ （略） 
⑻ 日本標準産業分類に掲げる大分

類サービス業（他に分類されない
もの）のうち、中分類自動車整備
業、機械等修理業及び細分類コー
ルセンター業（インバウンドに限
る。）に属する事業 

⑼ その他市長が必要と認める事業 
（常勤の従業員数） 

第２条 条例第２条第３号の規則で定
める事業は、次に掲げる事業（風俗

営業等の規制及び業務の適正化等に
関する法律（昭和23年法律第122号）
第２条第１項に規定する風俗営業及
び同条第４項に規定する風俗関連営
業に該当するものを除く。）とす
る。 
⑴ 日本標準産業分類（統計法（平
成19年法律第53号）第２条第９項
に規定する統計基準である日本標
準産業分類をいう。以下この条に
おいて同じ。）に掲げる大分類情
報通信業のうち、小分類ソフトウ

ェア業、情報処理・提供サービス
業に属する事業 

 
 
 
 
⑵及び⑶ （略） 
⑷ 日本標準産業分類に掲げる大分
類不動産業、物品賃貸業のうち中
分類不動産賃貸業・管理業に属す
る事業 

⑸～⑺ （略） 
⑻ 日本標準産業分類に掲げる大分

類サービス業（他に分類されない
もの）のうち、中分類自動車整備
業及び機械等修理業に属する事業 

 
 
 
（常勤の従業員数） 

第３条 条例第３条第２号に掲げる要 第３条 条例第３条第２号に掲げる要



改正後 改正前 

件にあっては、算定期間（当該工場
等の操業を開始した月から12月ごと
の期間をいう。以下同じ。）内にお
ける毎月の常勤の従業員数の合計を
12で除して得た人数が１人以上とな
る場合は、当該要件に該当するもの
とする。 

件にあっては、算定期間（当該工場
等の操業を開始した月から12月ごと
の期間をいう。以下同じ。）内にお
ける毎月の常勤の従業員数の合計を
12で除して得た人数が５人以上とな
る場合は、当該要件に該当するもの
とする。 

（奨励金等の額） （奨励金等の額） 
第６条 条例第５条第１項第１号に掲
げる奨励金の額は、市内に住所を有
する常勤の従業員１人につき年額30
万円を乗じて得た額の合計額（１工

場等につき３年間で4,500万円を限度
とする。）とする。 

第６条 条例第５条第１項第１号に掲
げる奨励金の額は、市内に住所を有
する常勤の従業員１人につき年額20
万円を乗じて得た額の合計額（１工

場等につき３年間で3,000万円を限度
とする。）とする。 

２ 条例第５条第１項第３号に掲げる
施設整備費補助金の額は、条例第２
条第１項第７号に掲げる投下固定資
産の取得価額に、別表に掲げる区分
に応じた補助率を乗じて得た額を合
算した額（１万円未満の端数がある
ときはこれを切り捨てた額）とし、
１億5,000万円を限度とする。 

 

２ 条例第５条第１項第３号に掲げる
施設整備費補助金の額は、条例第２
条第１項第７号に掲げる投下固定資
産の取得価額に100分の30を乗じ算出
した額（１万円未満の端数があると
きはこれを切り捨てた額）とし、
3,000万円を限度とする。 

別表（第６条関係） 

 

区分 補助率 

１億円まで 100分の30 

１億円を超えて２
億円まで 

100分の25 

２億円を超えて３
億円まで 

100分の20 

３億円を超える額 100分の10 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 



改正後 改正前 

様式第１号（第４条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
別紙 （略） 
 
様式第３号（第７条関係） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

様式第１号（第４条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
別紙 （略） 
 
様式第３号（第７条関係） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



改正後 改正前 

様式第４号（第７条関係） 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

様式第５号（第７条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

様式第４号（第７条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
様式第５号（第７条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



改正後 改正前 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

様式第７号（第７条関係） 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
様式第７号（第７条関係） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



改正後 改正前 

様式第８号（第８条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

様式第８号（第８条関係） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分及び太枠で示した部分である。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の男鹿市商工業振興促進条例施行規則の規定は、こ

の規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後に工場等を新設又は増設

する工事に着手したものについて適用し、施行日前に工場等を新設又は増設

する工事に着手したものについては、なお従前の例による。 

３ 改正前の規則の規定によってした処分、手続その他の行為は、この規則に

よる改正後の規則の相当規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。 

 


